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テレワークDAYシンポジウム

1999年6月14日

東京　有楽町　よみうりホール

パネルディスカッション　「在宅勤務の現状と将来の方向性」

パネルディスカッションは、NHK解説委員の谷田部雅嗣氏をコーディネーターに、東京工科大学メディア学部教授の清原慶子氏、産能大学経営情報学部助教授の江上節子氏、松下電器産業㈱情報企画部参事の浅井達雄氏、富士通㈱ソフト・サービス事業推進本部管理部長の佐野義規氏の4氏をパネリストに、議論が展開された。

谷田部　研究者というお立場から、テレワークの現状と問題点、今後の在り方などをお伺いしたいのですが。
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清原　実証実験などを通じて、テレワークは働き方の1つの選択肢として非常に有効ですし、介護や子育てをされている方、あるいは障害をもつ方の社会参加に欠かせないものであることを実感しました。「いつでも、どこでも」というのはよく耳にしますが、「誰でも」というのも、テレワークの重要なキーワードではないでしょうか。

江上　情報通信技術の進展によって、アメリカでは1992年あたりから年間70万社を超えるスモールオフィスが設立され、米国経済復活の原動力となりました。日本でも、今後こうした大転換が起こるのだろうと考えております。しかし日本では、働く人々の自立への意識がまだそこまで達していない。このあたりが課題だといえます。

谷田部　浅井さんは実証実験のモニターでもあるわけですが、体験されていちばんお感じになったのはどんなことですか。

浅井　在宅で1人でパソコンに向かっていると、強い孤独感を感じることがあります。それで、メールがくればすぐに返事を出したくなり、テレワークでコミュニケーションが逆に密になるんですね。しかし、調査・分析といった仕事ではテレワークはまさに最適ですが、多くの部門との調整といった仕事ではフェイス・ツー・フェイスが絶対に必要で、仕事のフェーズで使い分けていくことが重要だと感じております。

谷田部　では、企業としてテレワークにどう取り組んでいけばいいのか、佐野さんはどのようにお考えですか。

佐野　当社では全国11カ所にテレワーキングステーションをつくり、出張などの際にここに立ち寄れば、誰でもすぐに仕事にとりかかれる環境ができています。また、SEの3割近くはすでにモバイル端末で仕事をしており、個人が最大限の力を発揮できるインフラの整備に力を入れているところです。しかし、テレワークが進むと仕事の成果をいかに評価するかが問題となってきます。どの企業にとっても、これからの大きな課題となるのではないでしょうか。
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